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は じ め に
戦後％世紀以上を経過した今日，わが国の経済は，世界的に比類のない経済
成長を跡づけてきた。わずか10余年前，わが国のGNPは欧米に次ぐ地位にあ
ったが，今日ではヨーロッパ諸国を抜いて資本主義諸国ではアメリカに次ぐ世
界第2位の工業国として君臨している。
省みれば，今日このような驚異ともいえる経済成長を達成しえた要因は，既
に先学によって指摘されていることであるが，これを端的にいえば， 1) GH 
Qによる経済の民主化， 2)貿易，とりわけ輸出の伸長， 3)安価・良質で豊
富な労働力の存在， 4)高い投資率， 5)技術i邸入， 6)低い軍事費の支出等
にあったといえる。
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しかし，経済が成長するにしたがって，そのような要因のいくつかは，近年
になって変化してきている。本小論では，それらの諸要因のうち昭和30年以降
から今日までの労働経済の変化について概観することであるが，とりわけ，ゎ
が国の経済史上およそ例のない労働力需給のひっ迫を中心にしてそれの与える
多大な影響のうち，賃金・労働時間に加えて最近注目されている週休 2日制に
ついてそれぞれの実態を統計資料をもとに分析することである。その場合，可
能なかぎり大規模企業（独占・大企業）と中小規模企業（中小企業）に分けて，そ
れぞれの特徴をも明確に指摘しつつ現在わが国で現実に問題となっている主要
な諸点の解明について簡略に述べることにしたい。
1 
わが国戦後20年代の経済は，敗戦による生産基盤の荒廃，社会不安を惹起す
るほどの悪性インフレの昂進，深刻な食料難，海外領土と市場の喪失などによ
る虚脱と極度の社会的経済的混乱を克服して驚異的復興をとげ，その後の経済
成長の足掛りをきずいたのである。
昭和31年の『経済白書』は，その冒頭に「戦後10年日本経済は目ざましい復
興を遂げた。終戦直後のあの荒廃した焼土のうえにたって，生産規模や国民生
活がわずか10年にしてここまで回復すると予想したものは恐らく 1人もあるま
い。国民所得は，戦前の五割増の水準に達し， 1人当りにしても戦前の最高記
録昭和14年の水準を超えた。工業生産も戦前の 2倍に達し，軍需を含めた戦時
中の水準をはるかに上回っている。」1)と述べている。
事実それらは統計にもあらわれた。同白書は昭和30年のわが国経済水準につ
いて， 「昭和 9~11年を100として貿易を除く消費水準，農業生産，鉱工業生
産，実質国民所得などはともに戦前水準を大幅に上回っている」2)と分析した。
1)経済企画庁編「経済白書』昭和31年度経済白書発表に際しての経済企画庁長官声明を
みよ。
2)前掲書22~24ページ
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そして「もはや戦後ではない」と述ぺ，一貫して過去10年の経済復興過程とは
一応峻別して新たなる経済の高度成長の礎石をおいたのである。
昭和30年代以降のわが国の経済成長は，世界に比類のない飛躍的な高度成長
の過程をたどることになる。その契機となったのは，自由化期をへて昭和35年
の池田内閣による国民所得倍増を中核とする新経済政策の登場であり， 40年の
不況期を境にして中期経済計画決定後の41年からは設備投資，建築投資，消費
需要にささえられた新たな高度成長が軌道をとりもどし定着したのである。し
かし，戦後の高度成長の底流は，一貫して貿易における輸出の拡大であったこ
とは云うをまたないであろう。
ちなみに，この期間の経済成長率をみると，昭和30年~35年にかけて12.4%
（実質8.9%)昭和35年~39年では 18.2% (実質13.7彩）， 昭和40年~46年平均
では15.4%(実質10.2彩）である。 GNPをみれば， 昭和30年に比較して40年
は約3.7倍に，また40年~46年では約2.5倍にそれぞれ増加している。 1人当り
の国民所得についても，昭和30年に比較して45年では 6.8倍と大幅な伸長をみ
ギている。これらから昭和30年代以降今日までわが国の経済成長が如何に高い
成長過程をたどってきたかが明らかであろう。いずれにしても戦後わが国経済
の特徴は，そのような高い経済成長率をなしとげたことにあることは間違いな
いであろう 3)。
1人当りの国民所得と GNP増加率
~I 39 1 40 I 41 I 42 1 43 1 44 1 45 I 46 140-46平均
1人当りの
国民（千＇円所） 得 235 260 295 347 407 464 544 607 
対前年名目 18.2 10.5 15.1 18.3 18.7 16.5 17.8 11.2 15.44 
増加率
1. 9 I 10. s s. 3 1 (GNP) 実質 13.7 4.7 10.1 13.5 14.4 10.2 
3)プルメンタール氏は，わが国のなしえた戦後の高い成長率の要因として，①高い貯蓄
率，③二重構造，③高い教育水準，④積極的投資，⑥占領軍の諸改革，⑥軍事費の低
率，⑦積極的な技術導入，⑧余剰労働力の存在，⑨過当競争，⑩短期間に構造変化を
なしとげうる日本経済の能力等をあげている。トビア．．プルメンクール『日本経済の
成長要因』日本経済新聞社，昭和47年， 9~11ページ参照
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2 
コーリン・クラークあるいはウイリアム・ヘティーの法則をあらためて詳述
するまでもなく，経済が発展・成長するにしたがって労働力の産業構成の重点
が第 1次産業から第2次，第 3次産業へと移動することは周知のことである。
わが国戦後の高度成長は，とりわけ昭和30年から40年にかけては，産業構造
にも大きな変化を及ぼした。その原動力となったのはいうまでもなく技術革新
であるが，ここでは産業構造の転換を雇用構造の変化からみると労働力の推移
は，農林業において30年の 1,478万人から今日まで一貫して減少し46年では約
52彩まで減少して868万人となっている。そして， これとは対象的に非農林業
では30年の2,612万人から漸次に増加し， 46年では30年の約66.4彩増加し4,347
万人となった。これは，第 1次産業雇用労働者が減少し第2次，第 3次産業に
おけるそれの増加を意味しよう。けれども，第2次産業の中でも鉱業における
雇用労働者数は， 33年をビーグにしてその後は規模をとわず顕著な減少傾向を
しめし， 45年を100として33年の275.3から47年の74.1へと指数は大幅に下落し
ている。これに反し，建設業では32年から増加率の変化はあるものの47年まで
減少はみられない。製造業においても47年を除けば，同様に増加のみが明瞭に
みられる。したがって，第 1次産業と第2次産業のなかでも鉱業におけるそれ
ぞれの雇用労働者の比重は，高度成長によって第2次産業のなかの建設業・製
造業あるいは第 3次産業へと移動したのであり，産業構造の重点もまたそれと
同時に重化学工業へと変化していることをしめしている。
ところで，雇用労働者の増加がかなり激しい製造業の場合でも， 「その内部
では，重化学工業で働く労働者の割合が増加し，また規模別には大企業に属す
る労働者の割合が増加し，反面生産性の低い小零細企業の労働者の割合が減少
した。とくに， 30年代は技術革新の進展がいちじるしかったため，それによる
産業構造の変化も大きかった1)」とみるべきであろう。
'1)田沢準一郎編「日本労働図説」東洋経済新報社，昭和44年， 94ページ
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労働力1) の推移
（万人）
15 オ 労働力人口3) 非労働6)労働7)
年次 総人口2) 以上 I 就業者 ＼完全5)
総数 計4) I農林業 1革農林業失業者人口 カ人口 力率
実 数 ％ 
昭 30 8,906 5,925 4,194 4,090 1,478 2,612 105 1,723 70.8 
35 9,326 6,523 4,511 4,436 1,273 3,164 75 1,998 69.2 
3~9,498 6,755 4,611 4,556 1,198 3,358 59 2,138 68.3 
38 9,594 6,938 4,652 4,595 1,129 3,465 59 2,282 67.1 
39 9,695 7,122 4,710 4,655 1,088 3,566 54 2,408 66.1 
40 9,803 7,287 4,787 4,730 1,046 3,684 57 2,497 65.7 
41 9,892 7,432 4,891 4,827 1. 006 3,820 65 2,537 65.8 
42 9,996 7,557 4,983 4,920 970 3,951 63 2,570 65.9 
43 10,115 7,678 5,061 5,002 934 4,068 59 2,609 65.9 
44 10,237 7,782 5,098 5,040 899 4,141 57 2,675 65.5 
45 10,357 7,885 5,153 5,094 842 4,251 59 2,723 65.4 
46 10,469 7,970 5,178 5,114 768 4,347 64 2,779 65.0 
対前年増5s減)差
昭30~3 84 113 61 68 △ 40 108 △ 7 52 △ 0.3 
3? 89 152 52 58 △ 40 98 △ 7 105 △ 0.8 
38 96 183 38 39 △ 69 107 ゜144 △ 1. 2 39 101 184 58 60 △ 41 101 △ 5 126 △ 1.0 40 108 165 77 75 △ 42 118 3 89 △ 0.4 
41 89 145 104 97 △ 40 136 8 40 0.1 
42 104 125 92 93 △ 36 131 △ 2 33 0.1 
43 119 121 78 82 △ 36 117 △ 4 39 0.0 
44 122 104 37 38 △ 35 73 △ 2 66 △ 0.4 
45 120 103 55 54 △ 57 110 2 48 △ 0.1 
46 112 85 25 20 △ 74 96 5 56 △ 0.4 
資料出所 総理府統計局「労働力調査」
（注） 1)労働力調査は42年9月から調査方法が一部改正された。このため調査改
正前（昭和42年以前）の結果数値と比較できるように修正したものを用いた
2)「人口推移」（国勢調査にもとづき，各年の自然増加および出入国超過を
加減して補間推計したもの）による
3) 15オ以上人口のうち，就業者と完全失業者を加えたもの
4)従業者と休業者を加えたもの。従業者は，調査週間中収入をともなう仕
事に 1時間以上従事したもの（家族従業者を含む）。休業者は仕事をもち
ながらその仕事を休んでいるもののうち，雇用者の場合は給料，賃金の支
払を受けている者および自営業主の場合はその家族従業者または雇用者が
調査週間中働いている者（したがって家族従業者については休業はない）
5)上記4)以外の者のうち，就業が可能でこれを希望しかつ求職活動をし
た者
6) 15オ以上人口のうち，上記労働人口以外の者
7)労働力率＝（労働力人口.;-15オ以上人口）X100 
8) 30~36年の増減差の年平均
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産業大分類別雇用指数および対前年増減率
（指数） （昭和45年平均=100) (対前年増減率）
年・期 塁品I鉱業建設業製造業!I=晶l鉱業1建設業製造業
昭和 彩 彩 彩 彩
30年平均 37.9 244.6 19.4 38.5 2.4 △ 3.4 4.3 2.9 
31 40.5 255.7 19.3 42.3 6.9 4.5 △ 0.5 9.9 
32 44.7 270.5 21. 5 47.5 10.4 5.8 11.4 12.3 
33 47.5 275.3 24.9 49.6 6.3 1.8 15.8 4.4 
34 52.5 274.6 30.4 55.0 10.5 △ 0.3 22.1 10.9 
35 59.7 265.1 38.0 63.8 13.7 △ 3.5 25.0 16.0 
36 6. 7 246.1 45.5 71. 7 1. 7 △ 7.2 19.7 12.4 
37 72.5 218.0 57.6 77.0 8. 7 △ 11.4 26.6 7.4 
38 76.8 178.4 66.4 80.0 5.9 △ 18.2 15.3 3.9 
39 81. 4 155.0 74.5 84.1 6.0 △ 13.1 12.2 5.1 
40 84.0 146.9 77.3 85.9 3.2 △ 5.2 3.8 2.1 
41 86.3 143.0 82. 7 86.4 2. 7 △ 2.7 7.0 0.6 
42 89.4 139.2 86.6 89.2 3.6 △ 2.7 4.7 3.2 
43 92.9 125.7 90.4 92.9 3.9 △ 9.7 4.4 4.1 
44 96.3 111. 3 96.2 96.3 3.7 △ 1. 5 6.4 3.7 
45 100.0 100.0 100.0 100.0 3.8 △ 10.2 4.0 3.8 
46 101. 9 87.6 103.7 100.7 1. 9 △ 12.4 3.7 0.7 
47 102.3 74.1 109.9 98.7 0.4 △ 15.4 6.0 △ 2.0 
資料出所労働省「毎月勤労統計」
経済成長は，一般的にいって旧い型の産業の衰退・ 消滅と新しい型の産業の
生成•発展を促す過程である。事実，昭和30年代の資本蓄積による経済基調の
拡大は，技術革新による資源・原材料の転換により石炭・レーヨン・アセトン
等の旧産業から新産業なかんづく石油コンビナートなどに象徴される石油精製
・合成樹脂・ 合成繊維などの高度加工工業の生成によってささえられた。そし
て，このような新技術の採用による高度加工工業の生成• 発展は，そこで必要
とする労働力の量的質的変化を促した。経済基調の拡大と相まって生じたいわ
ゆる労働力不足の問題がそれである。
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労働市場における労働力需給の変化は，いうまでもなく高度成長がその背景
となっており，そこでの生産・流通の拡大等にともなって生ずる雇用の増加
（純増加）と老令化した労働力あるいは結婚等によって引退する者の欠員補充に
要する需要（交替補充需要）の両者の需要総量 （追加雇用）の増加となってあら
われる1)。
｀ このような追加雇用需要の増加は，新規学卒者を中心にして昭和30年頃から
かなりの需要（新規求人数）の増加傾向がみられるものの，新規学卒者は需要を
上回っている。これに対し供給（新規求職者数）は， 33年頃から漸次に減少しは
じめている。そして一般労働市場における雇用労働力の供給は，その中心はい
うまでもなく新規学卒者であるが，それに加えて農業などの自営部門からの転
職者や家庭婦人の雇用を含めて， 35年を境にして供給過剰から供給不足へ，し
たがって需要不足から需要超過へと逆転した。これは， 34年から36年にかけて
一般労働市場の状況 （学卒を含む）
? ? ）
? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
? ?
，?ー
就職
新規求職者敷
-・・・・・・ 新規求人数
-ー”‘, ¥ ，、ヽ、9、 V、
一
100 
26 27 28 29 30 31 32 33 31 35 36'51 38 39 40 41(年）
資料出所：労働省職業安定局「職業安定業務統計」
（注） 労働省労働統計調査部編「戦後労働経済史』 41ベージ
1)前掲書50ページ参照
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一般の求職および求人の推移
（万人）
::~ 三二り:へ~1:
40 
24 25 26 27 28 . 29 30 31 32 33 34 3.5 36 37 38 . 39 40 41 (年）
資料出所：労働省職業安定局「職業安定業務統計」
（注） 1) 7~12月平均
生産年
年
令人口
301i 5,925 
31 6,050 
32 6,175 
33 6,295 
34 6,424 
35 6,520 
36 6,603 
37 6,755 
38 6,938 
39 7,122 
40 7,287 
41 7,432 
42 7,557 
43 7,678 
44 7,782 
45 7,885 
46 7,970 
2)求職者は新規求職者から離職票提出（受付）件数を減じたもの
3) 24, 25年は常用に関するもの
就業状況 （単位：万人）
労働力完全 全産業就業者 I 農林業就業者 非典林業就業者
人口 失業者 叶＂ 1業家従主， 1雇用者1 計 1業家主従， 1雇者用 計臣責 I雇用者
4,194 76 4,119 2,425 1,690 1,604 1,560 44 2,514 866 1,646 
4,268 71 4,197 2,372 1,823 1. 561 1,508 53 2,637 864 1. 770 
4,363 59 4,303 2,343 1,957 1,521 1,461 60 2,783 884 1,896 
4,387 63 4,324 2,272 2,057 1,471 1. 422 50 2,854 850 
2,0001 ， 4,433 63 4,368 2,207 2,158 1,407 1,349 58 2,961 858 2,099 
4,511 75 4,436 2,067 2,370 1,273 1,179 94 3,164 888 2,276 
4,562 66 4,498 2,019 2,478 1,238 1,155 83 3,260 864 2,395 
4,614 59 4,556 1,964 2,593 1,198 1,127 71 3,358 837 2,522 
4,652 59 4,595 1,923 2,672 1,129 1,069 60 3,465 854 2,612 
4,710 54 4,655 1,891 2,763 1,088 1,028 60 3,566 863 
2,70893017 25319 , 4,787 57 4,730 1,854 2,876 1,046 987 59 3,884 867 2, 
4,891 65 4,827 1,831 2,994 1,006 951 55 3,820 880 2, 
4,983 63 4,920 1,848 3,071 970 923 46 3,951 925 3, 
5,061 59 5,002 1,850 3,148 934 900 34 4,068 950 3,114 
5,098 57 5,040 1,837 3,199 899 869 30 4,141 968 3,169 
5,153 59 5,094 1,782 3,306 842 814 29 4,251 968 3,277 
5,178 64 5,114 1,702 3,406 768 643 25 4,347 959 3,381 
（備考） 1. 総理府「労働力調査」による。
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2. 就業者数の昭和35~41年は，新調査方法 (42年以降）に基づく補正数値
である。
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いのわゆる岩戸景気がその背景となって労働力需給の基調を過剰から不足へと
変化させたのである。その後，昭和37年から40年にかけては，戦後のベビープー
ム期における学卒者の増加と岩戸景気のあとの景気調整期により経済成長がや
や低下したこと，さらに生産性の向上がこの時期に著しかったこと等から雇用
労働力需要は若干の停滞をしめしており需給のバランスはほぽ回復している。
昭和40年から45年の高度成長の再開期には，企業の積極的な労働節約方策に
加えて賃金上昇にもかかわらず新規学卒求人の充足率は中高卒業者をとはず，
また企業規模にかかわりなく減少しており，とても需要を満すまでにはいたっ
ていない。しかし， 35年以降のこのような充足率の減少も就業人口の減少は意
味しない。むしろ「労働力調査」にみられるとおり，労働力人口は増加してい
るのである。したがって，わが国がこれまで経験したことのない労働力人口を
上回った雇用労働力の需要がみられるのである。
ところで，この時期における労働力需要の超過は，その範囲は拡大したもの
新規学卒者求人の規模別充足率1) (中・高校）
（彩）
学歴・年月 i規模計 500人以上 1 100~499人 ¥ 30~99人 ¥ 29人以下
中 足子
昭4l: 1.3卒
31. 8 39.4 
2  26.7 36.7 
t3 21. 0 29.2 .3 19.3 27.1 
5.3 17.2 23.9 
6.3 14.6 19.0 
高 校
昭4l1. 3卒 43.6 51. 2 
2.3 36.5 46.1 
l3 27.7 32.3 .3 23.3 27.3 
45.3 
46.32) 
19.5 23.5 
資料出所 労働省職業安定局「職業安定業務統計」
（注） 1)公共職業安定所取扱分
求人充足率＝就職件数求人数 XlOO 
32.1 
26.2 
19.5 
17.3 
15. 7 
13.2 
43.1 
34.2 
25.5 
20.9 
17.1 
2) 46年高卒者の規模別充足率は調査していない
26.6 29.0 
19.9 24.1 
14.9 20.2 
13.2 19.0 
11. 4 17.0 
10.2 15.6 
37.8 39.3 
29.2 32.8 
23.5 28.3 
20.2 23.4 
16.1 18.9 
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技能労働者の不足数
（単位千人）
項 目 I昭和40年I42 年 143 年 144 年I45 年¥46 年 147 年
ムロ 計 I l乱~711,50711,83811,82111,83711,35911,2467) (18. O) (19. 5) (19. 3) (19. 8) (14. 9) (13. 4) 
従業員500人以上 280 107 120 126 149 95 63 
規 (10. 8) (5.2) (5.5) (5.6) (6. 0) (3. 7) (2.6) 
100~499人 413 312 356 379 371 254 208 (17.9) (12. 6) (13. 8) (13.6) (15. 2) (11.2) (8. 5) 
30~99人 515 471 524 (252.3 ) 
473 . 360 321 
(25.9) (23. 3) (23.3) (22. 7) (18.1) (16.1) 
模
(3636. 2 6)
680 838 793 844 650 654 5~29人 (31.1) (33.9) (33.8) (37. 0) (28.0) (26.8) 
鉱 業 24 15 12 15 14 8 6 (11.3) (8.2) (8.0) (9.0) (8. 7) (5.9) (4.9) 
産 建 設 業 226 221 332 240 329 242 243 (30. 6) (25.0) (29.9) (23.7) (31. 7) (22.8) (22. 8) 
製 造 業 1,379 1,204 1,320 1,380 1,294 935 835 (22.0) (18.4) (19.2) (20.1) (19.0) (14.1) (12.5) 
運輸通信業 120 95 127 129 124 108 90 (14. 3) (10. 7) (11. 8) (11.7) (12.1) (10. 4) (8.6) 
電気ガス水道業 2 1 1 1 2 1 2 業 (3. 7) (0.9) (1. 4) (1.1) (3. 0) (1. 9) (1. 9) 
修 理 業 46 34 47 56 75 66 71 (31. 3) (22. 0) (27. 6) (31. 2) (35.4) (28.5) (26.3) 
資料出所 労働省「技能労働力需給状況調査」 （各年6月，ただし40年については2月
現在）
（注） 1) ( )内は不足率を示す。
2)不足率（彩）＝ 不足技能エ数
調査時点の技能エ数
XlOO 
のその中心は若年層の労働力不足であり，また熟練エ・技術者などの不足であ
って，地域別・年令などによる不均衡は大であった。この不足は，新規学卒が
第2次産業および第 3次産業等の近代的産業部門への集中，とりわけ第2次産
業のなかの一部の企業への集中が著しかったことによる。これら近代的産業部
門へ，したがって独占・大企業に若年労働者が集中したのは，そこが福利厚生
施設等において他より充実しており企業経営からして将来の安定性も確実であ
って，比較的生産性が高く労働条件がよいという理由によるものであろう。
今日， 48年度版『労働白書』が発表された。それによれば， 47年度における
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国勢調査による産業別就業者数1)ぉよび構成比
（千人）
産 業 I昭 152)I 258) I 304) I 355) I 406) I 457) 
総 数5) 32,231 35,626 39,261 43.691 47,610 52,042 (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
第1次産業 1(44 ,192 1(478,2.038 ) 16,111 14,237 1(24,7. 36) 1 10,066 . O) (41. 0) (32. 6) (19.3) 
農 業 13,363 16,102 14,890 13,121 10,867 9,274 
I 
(41. 5) (45. 2) (37.9) (30. 0) (22.8) (17. 8) 
林業業漁業 291 424 519 439 262 220 (0.9) (1. 2) (1. 3) (1. 0) (06醤 (0.4) 
狩猟水産養殖業 538 682 702 676 572 (1. 7) (1. 9) (1.8) (1. 5) (1. 3) (1.1) 
第2次産業 8,419 7,812 9,220 1(29 ,764 1(352,3. 935 ) 17,651 (26.1) (21. 9) (23.5) .2) (33.9) 
鉱 業 596 591 535 537 332 216 (1. 8) (1. 7) (1. 4) (1. 2) (0. 7) 6 (0.4) 
建 晉nXn、 業 978 1(4,5.3) 1 61.(4,79. 8503 ) 2 
2,674 3,37 3,993 
(3. 0) (6.1) (7.1) (7. 7) 
製 造 業 6,845 5,690 9,553 11,687 (21. 2) (16.0) (17. 6) (21. 698) 2 (24.5) 
第3次産業 9,403 10,568 13,928 16, 20,465 (29.2) (29. 7) (35.5) (38. 2) (43. 0) 
卸売小売業 4,083 3,963 5,473 6,920 8,486 (12. 7) (11.1) (13.9) (15.8) (17.8) 
金動融保険 298 362 623 783 1,152 
不 産業 (0.9) 
1(41.,盆580) 6 (1. 6) (1.8) (2.4) 運輸通信業 1,(43.73 ) 1(4,8.619 ) 2(5,2.41) 1 2,890 3,239 (6.1) (6.2) 
電気ガス水道業 143 230 233 263 274 (0.4) (0. 6) (0.6) (0. 5) (0. 6) (0. 5) 
サービス業 2,887 3(9,2. 72 2) 4,423 5,177 6,185 7,650 (9.0) (11. 3) (11. 8) (13. 0) (14.7) 
公 務 619 1(3 ,160 1. (3.06) 1 1(3,3.28 0) 1(3,48.19 ) 1,749 (1. 9) . 2) (3.3) 
資料出所 総理府統計局「国勢調査」（各年10月1日）
（注） 1)昭和30年以前については35年の産業分類によリ組み替えたもの
2)全年令 銃後人口 3) 14オ以上
4) 30年以降は15オ以上 5)分類不能の産業を含む。
6) ( )内は産業別構成比・単位(%)
7) 40年までは 100%抽出， 45年は 1彩抽出
雇用動向は， 「景気上昇を反映して労働市場では年後半求人が急増する一方，
求職はかなりのテンポで減少を続け，求人倍率は年間を通じて上昇し，とくに
後半その高まりは大きくなり， 48年2月にはこれまでの最高の2.03倍となるな
ど需給ひっ迫がすすんだ」 2)と指摘している。これは既掲の諸統計からも看取
2)労働省編「労働白書』昭和48年版， 2ページ
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規模別事業所数（民営）
＼ 産業 ＼｀
中小事業所 1 大事業所
事業所 1構成比事業所 1構成比
38 10,051 97.8 221 2.2 
鉱 業 41 9,913 98.4 157 1. 6 44 9,239 98.8 116 1. 2 
47 8,349 99.2 68 0.8 
38 240,082 99.8 517 0.8 
建 設 業 41 291,119 99.8 533 0.2 44 345,205 99.8 623 0.2 
47 407,706 99.8 657 0.2 
38 615,779 99.4 3,624 0.6 
製 造 業 41 664,338 99.4 3,888 0.6 44 733,337 99.4 4,504 0.6 
47 791,551 99.5 4,246 0.5 
規模別従業者数（民営）
合計
事業所 1構成比
10,272 100.0 
10,070 100.0 
9,355 100.0 
8,417 100.0 
240,599 100.0 
291,652 100.0 
345,828 100.0 
408,363 100.0 
619,403 100.0 
668,226 100.0 
737,841 100.0 
795,796 100.0 
~ 中小事業所 大事業所合 計従業者数 1構成比 従業者数 1構成比 従業者数 1構成比
35 176,265 34.8 329,948 65.2 506,213 100.0 
鉱 業 38 160,031 43.5 207,826 56.5 367,857 100.0 41 157,456 49.5 160,829 50.5 318,285 100.0 
44 138,341 53.6 119,980 46.4 258,321 100.0 
35 1,423,231 83.6 278,800 16.4 1,702,031 100.0 
建 設 業 38 1,885,732 86.4 297,922 13.6 2,183,654 100.0 41 2,512,083 89.5 294,720 10.5 2,806,803 100.0 
44 2,930,826 89.3 350,700 10.7 3,281,526 100.0 
35 6,263,800 70.0 2,641,818 30.0 8,905,618 100.0 
製 造 業 38 7,246,880 69.6 3,168,298 30.4 10,415,178 100.0 41 7,956,258 70.5 3,332,859 29.5 11,289,144 100.0 
44 8,679,937 69.0 3,907,390 31. 0 12,587,327 100.0 
資料：総理府「事業所統計」
（注） 1. 従業者300人末満（卸小売業，サービス業については50人未満）の事業
所を中小事業所とした。
2. 47年は速報値。
される 3)のであって，その傾向は今後も持続されよう。また，省エネルギー産
3)金森久雄氏の予測によれば， 「次の15年間を5年ごとに区切ってみると，年平均増加
数は40万人， 25万人， 22万人とだんだん少なくなってゆきます」と指摘する。金森久
雄・日本経済研究センター「図説・日本経済の将来」日本経済新聞社， 1971年， 30ペ
ージ
188 
昭和30年代以降における労動経済の動向（竹之内） 537 
業の育成など新たな産業構造の変化もさらに労働力不足に拍車をかけよう。し
たがって，これからは新規学卒者の吸収だけではなく，産業間あるいは企業間
の労働力移動の増加がこれまでにまして活発になることが予測されるし，加え
て労働力供給を円滑に促進する必要性も増大するであろう。
こうした労働力需給のひっ迫する労働市場対策としては，当然のことながら
「供給を円滑にして，不足層を緩和すること，そのため過剰の無技能層 （中高
年層・婦人層＝筆者注）に対して再訓練・労働力の誘導政策をとることである。
再訓練・学卒者への職業ガイダンス・能力再開発・職業紹介事業の改善，さら
に農山村などでの転職者訓練や身体障害者その他これまで雇用機会のなかった
者に対する教育も含まれる。他は需要側の改善である。労働力むだ使い点検
（省力化推進）・労働者住宅その他福利施設の増設・中高年者や身体障害者雇
用推進のための職場条件改善（ジョプ・リデザイン）・専門技能者職務内容の単純
化など，行うべきことは多い」4)といえよう。 これらに加えて，最近やや崩壊
の兆もあるが，日本的雇用管理形態の積極的再検討が必要である。従来のまま
であれば，労働移動や中途採用の障害となりかねない。とくに，今後は総人口
における中高年層の割合が高くなることを考慮すれば，なお必掟であろう。
4 
30年代の技術革新による経済の高度成長によって産業構造は変化し，それに
ともなって雇用構造も変化した。これらの諸変化は，労働市場における需給関
係にも影響をあたえ，それまでの労働力過剰から若年層を中心として労働力不
足へと変化した。こうした需給のひっ迫は，後に分析するように当然賃金の上
昇をもたらすことになったのである。
しかしながら，この場合の労働力不足は，企業経営にとって都合のよい，そ
4)孫田良平「不足と過剰の併存する労働市場」， 大来佐武郎他監修「図説“にっぽん”
の経済』ダイヤモンド社，昭和47年所収， 195ページ
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の時々の賃金水準では必要とする労働力の充足が困難であるという意味での労
働力不足である。日本的雇用形態である年功序列によってささえられた低い初
任給をもっては，必要な労働力の確保は不可能であった。換言すれば，労働力
の質的側面を別にして，高い賃金さえ支払うことができるならば，若年層以外
の労働力確保の機会はあったのである。そして少なくとも，昭和40年代の中頃
まではこの傾向が顕著にみられた。中高年労働者層の存在がそれである。
ところで， 「わが国の場合は， 欧米諸国にくらべて年令による賃金格差が大
きく，企業の規模や職種などによる格差も大きいうえ，重化学工業の発展を中
心に産業構造が急激に変化しつつあり，一方技術革新の進展も著しいため，そ
の程度がとくにはげしいといえる。また職種や企業規模による賃金その他の労
働条件格差が大きい結果，労働力需要が増大すると賃金などの低い職種や小零
細企業等で労働力がいわば集中して発生する傾向をもっている」1) のである。
しかも， このような分野で発生した労働力需給のひっ迫は， 「労働力需要の一
層の拡大とともに順次より上層の分野ないし他の労働者層へと及んでゆき，こ
うした変化に即応した生産体制の適応，近代化が進まないかぎり，人手不足は
慢性化してゆく傾向をもっている」2)といえよう。
賃金についてもその波及形態は，同様にして若年層の上昇からやがては中・
高年層へと拡大し，企業では，労働集約的経営の多い小零細企業から順次に中
・大企業へと進展するであろう。
賃金の上昇は，一般的には企業経営における合理化・近代化による労働生産
性の向上により吸収される。しかし，近年における労働需給ひっ迫という事態
のもとでは，合理化・近代化による労働生産性向上によって必ずしもその上昇
分が吸収されるとはかぎない。最近においては，物価の騰貴を反映して賃金上
昇率が労働生産性の上昇率を上廻る場合がたびたびみられた。わけても，労働
1)労働省編『昭和39年労働経済の分析』 31ページ
2)前掲書38ページ
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集約的経営の多い小零細企業ではそうである。資本装備率の高い独占・大企業
に比較して，小零細企業では資本調達力が弱く，労働装備率も低く，規模も過
小なため，したがって労働生産性も低くならざるをえない。小零細企業では，
そのような賃金上昇率と労働生産性のギャップを埋合せるために製品価格にそ
れを転嫁することになる。これは小零細企業にかぎられたことではなく，独占
・大企業にもその傾向はみとめられるが，しかし，商品市場における需給関係
から，転嫁には限界のある 8)ことはいうまでもないであろう。
物価上昇についてはここで論ずるつもりはない。だが，賃金に関していえ
ば，労働力需給のひっ迫が賃金水準の上昇をまねき，それが一方では製品価格
に転嫁されるということ，独占・大企業による管理価格の存在，他方では 1人
当りの国民所得の上昇にともなって消費者需要が増加した結果が物価騰貴の 1
つの要因となっていると考えられる。しかし，そうだからといって，わが国の
賃金水準の上昇をストップすべきだなどというつもりもない。物価騰貴の問題
は，賃金上昇率の鈍化あるいは固定化だけで解決できるというほど，そんなに
簡単な問題ではないからである。
ところで，労働力ひっ迫は小規模企業ほど強く，したがって，賃金上昇率も
小零細企業ほど高率となっている。これまでわが国経済構造の特殊性といわれ
ていた二重構造は，小零細企業の賃金上昇水準の大幅な伸長によって徐々に縮
小の傾向をみせはじめている。このことは，規模別賃金の上昇率にもうかがわ
れるところであるが，まず，平均賃金上昇率からみてみよう。
3) 46年度版経済白書は，賃金上昇率と生産性の関連について次のように述べている。す
なわち「いま人件費との関連で労働生産性と人件費の動きをやや長期的にみると第3
-5図（省略＝筆者）に示すように， 1人当たり人件費は40年代に入ってから上昇率
を高め，前年同期に対して15彩増前後で推移している。一方，価格変動の影響を除去
した実質付加価値生産性は主として稼働率の循環変動を反映して上下している。 45年
度に入ると生産性の上昇率は急激に鈍化し， 1人当たり人件費の上昇率を大きく下回
った。最近のように需給バランスがくずれると，人件費コストの増大を製品価格へ転
嫁することは期待できなくなり，労働分配率の上昇はさけられなくなってくる。」と。
経済企画庁編「経済白書」昭和46年版， 45~46ページ
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規模別賃金上昇率の推移 （全産業）
（単位：彩）
年 1規模計 I 500人以上 I I 100~499人 I30~99人 I 5~29人
37 10.3 7.4 1. 5 13.7 19.3 
38 10.7 10.1 11.1 12.8 1. 7 
現 39 10.0 9.9 9.4 9.4 13.4 
金 40 9.5 8.9 10.9 10.1 1. 9 
給 41 10.8 12.0 11.0 12.7 8.5 
42 1. 8 12.5 11.8 1. 5 11.2 
与 43 13.6 13.1 13.6 13.3 16.8 
総 44 15.6 15.5 15.5 15.9 14.8 
額 45 17.0 17.5 18.3 16.9 17.3 
46 14.5 13.9 13.9 14.8 15.2 
47 15.9 15.8 15.9 16.1 14.8 I 
資料：労働省「毎月勤労統計」
（注） 上昇率は，実数から算出し（ただし，規模計の現金給与総額および定期給与
は指数から算出）， 現金給与総額および定期給与の41年以降は，調査事業所
の抽出替えによるギャップは修正済である。
統計表には掲載されていないが，昭和29年から35年にかけて全規模による平
均賃金上昇率は 5.7彩である。しかし， 36年以降になると，上昇率は急速に向
上しており， 37年から47年にかけては年平均12.7彩の上昇率となった。同じ期
間における製造業の規模の比較では，平均上昇率は規模500人以上で12.3彩，
規模100人~499人で 12.99彩，規模30人~99人で 13.4彩，規模5人~29人で
14.08彩となっており，大規模に比較して小需細規ほど賃金上昇率が高かった
ことが明らかである。さらに，昭和35年の実額を基準にして46年のそれとの比
較では，規模500人以上で3.28倍，規模100人~499人で3.78倍，規模30人~99
～で3.9倍，規模5人~29人で4.47倍とこれも小零細規模ほど伸率が大きいこ
とがうかがえる。他方賃金格差についても，規模500人以上を100として昭和35
年と46年の比較をみると， 35年では規模100人~499人が70.7ボイント，規模30
人~99人が58.9ポイント，規模5人~29人が46.3ポイントとなっており，零細
規模では大規模の半分にも満なかったのであるが， 46年になるとそれぞれの規
模で81.2ボイント， 69.2ポイント， 62.7ポイントとなっており，規模500人以
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製造業規模別賃金格差および上昇率の推移
格 差 上 昇 率 （彩）
年
規模 500 1100~ 130~99人15~29人 500人 1100~ 130~99人15~29人人以上 499人 以上 499人
〔総現金給与額〕
昭和30年 100.0 74.3 58.8 5.5 2.8 4.5 
35 100.0 70.7 58.9 46.3 6.3 8.0 10.9 9.8 
36 100.0 74.5 61. 7 49.3 8.5 12.8 14.4 13.6 
37 100.0 77.6 66.7 57.0 6.0 9.9 15.0 22.9 
38 100.0 79.2 68.8 58.1 9.2 11.1 13.1 1. 7 
39 100.0 79.0 69.5 60.4 10.3 11.0 9.9 14.0 
40 100.0 80.9 71. 0 63.2 7.4 9.7 9.2 12.5 
41 100.0 80.9 69.8 61. 6 12.5 12.0 10.6 9.9 
42 100.0 79.6 67.7 60.0 13.7 12.9 1. 7 11.0 
43 100.0 80.2 68.9 63.1 13.9 14.6 15.9 19.9 
44 100.0 80.9 69.6 61. 9 15.9 16.8 16.7 14.1 
45 100.0 81. 4 69.9 61. 8 17.1 18.6 17.5 16.6 
46 100.0 81. 2 69.9 72.7 13.4 13.9 14.0 14.8 
47 100.0 82.1 69.8 62. 71 15.3 17.2 15.1 15.2 
資料出所 労働省「毎月勤労統計」
（注） 上昇率は35年， 36年， 39年45年， 48年の調査事業所の抽出替えに伴うギャッ
プを修正して算出してある。
上の賃金とそれ以下の規模の賃金との格差は僅かではあるが解消の方向に推移
していることがうかがえる。
さらに加えて，賃金の規模間格差をみれば，昭和35年では規模500人以上を
100として規模 100人~499人との差が29.3ポイントから46年には18.8ボイント
と10ボイント以上も縮小しており，同様にして規模100人~499人と規模30人～
99人では11.8ボイントから11.3ボイントヘ，規模30人~99人と規模5人~29人
では12.6ポイントから7.2ポイントとそれぞれ格差は縮小している。この結果，
規模500人以上とそれ以下の規模の格差は， 41.4ポイントから20.7ポイントへ
と35年の丁度％となったのである。 また， これら製造業と全産業との比較で
は，規模500人以上とそれ以下の間に4.5ポイントの差で全産業の平均が上廻つ
ている。
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企業規模および年令階級別賃金上昇率1)
（製造業，男子，生産労働者）
企業規模，年令階級 I昭 39~ 42 I 42~ 45 I 45 ~ 46 
企業規模計
17才以下 9.6 18.9 14.6 
18 19 9.2 19.9 12.4 
20 ~ 24 9.8 17.5 12.2 
25 ~ 29 10.2 17.7 10.2 
30 ~ 34 9.9 17.3 10. 2 
35 ~ 39 9.6 15.8 9.4 
40 ~ 49 9.3 15.4 7.2 
50 ~ 59 10.4 14.9 7.4 
60オ以上 9.6 14.6 11. 2 
1000人以上
17才以下 12.7 21. 2 14.6 
18 19 10.9 22.3 10.4 
20 ~ 24 1. 0 19.2 1. 9 
25 ~ 29 10.9 19.3 9.5 
30 ~ 34 8.7 17.8 9.1 
35 ~ 39 8.7 15.1 7.1 
40 ~ 49 8.9 14.9 5.6 
50 ~ 59 9.5 13.7 5.9 
60オ以上 10.7 15.3 10.2 
100 ~ 999人
17才以下 9.6 18.5 16.6 
18 19 8.4 18.3 14.6 
20 ~ 24 9.5 16. 7 13.1 
25 ~ 29 10.0 16.6 10.9 
30 ~ 34 9.6 16.7 10.1 
35 ~ 39 9.4 16.3 10.4 
40 ~ 49 9.2 15.6 9.4 
50 ~ 59 10.1 14.8 10.6 
60オ以上 10.6 13.5 12.3 
10 ~ 99人
17才以下 9.2 17.6 13.6 
18 19 8.4 17.4 1. 7 
20 ~ 24 9.4 15.6 1. 2 
25 ~ 29 9.9 16.3 11.1 
30 ~ 34 10.3 16.3 11. 9 
35 ~ 39 9.4 16.8 11. 9 
40 ~ 49 8.8 15.6 10. 5 
50 ~ 59 9. 1 15.8 9.8 
60オ以上 9.4 14.8 11.0 
資料出所 労働省「賃金構造基本統計調査」
（注） 1) 「月間きまって支給する現金給与額」についての年率
2) 39, 42年は4月分， 45,46年は6月分
（％） 
I所安内給与額
15.4 
16.0 
15.5 
14.0 
13.9 
13.2 
11.0 
10.9 
13.2 
15.6 
15.7 
16.3 
14.8 
14.3 
12.0 
10.5 
10.9 
14.8 
16.5 
17.1 
15.8 
14.4 
13.7 
13.9 
12.3 
13.5 
13.2 
14.7 
14.4 
13.6 
13.2 
13.5 
14.1 
12.8 
11. 3 
12.6 
いずれにしても，高度成長による労働力需給のひっ迫は，既述のように平均
賃金の大幅な上昇と規模間格差の縮小を着実にもたらし，賃金水準の平準化に
近ずきつつあることは疑いないであろう。
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規模別賃金の動き
現 金 給 与 総 額
年
500人以上 I 100~499人 I I 30~99人 5~29人
実 額（円）
昭和43年平均 63,950 54,604 48,617 41. 609 
44 II 74,047 63,173 56,469 47,744 
45 , 86,246 73,969 65,680 56,011 
46 , 98,213 84,286 75,431 64,504 
47 II 113,709 97,670 87,575 
対前年増減率 (%) 
昭和43年平均 13.1 13.6 13.3 16.8 
44 , 15.5 15.5 15.9 14.7 
45 , 17.5 18.3 16.9 17.3 
46 II 13.9 13.9 14.8 15.2 
47 II 15.8 15.9 16.1 
規模別格差
昭和43年平均 100.0 85.4 76.0 65.1 
44 , 100.0 85.3 76.3 64.5 
45 II 100.0 85.8 76.2 64.9 
46 , 100.0 85.8 76.8 65.7 
47 II 100.0 85.9 77.0 
注）対前年増減率は実数から算出し，調査事業所の抽出替えによるギャップは修正済で
ある。
労働省「毎日勤労統計年間速報」
さて，以上の通り労働力需給のひっ迫を正面からうけたのが中小規模企業で
あった。少なくとも従来，中小規模企業存立の主要な条件の 1つは，低賃金と
長時間労働であった。そして，この両者を武器とし他方では資本的従属関係を
楯としてのみ独占・大企業との競争あるいは海外市場への輸出競争が可能とな
っていた。しかし，労働力需給のひっ迫に直面してこの存立条件が根底から崩
されたのである。もはや低賃金に中小規模企業の存立の基盤を求められなくな
っている。これは，若年労働力が大企業へ集中したことによってひきおこされ
たのである。このために中小規模企業では労働力不足が深刻化しており，今春
闘後の調査では， 人手不足感について「強い」とする企業が27.2彩で，「やや
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不足」の 45.696と合せて 72.8%が労働力不足を感じており， 中小規模企業が
人手不足感から世間並みの大幅賃上げをせざるをえない状況をうかがわせてい
る。4) そして今後も労働力不足が進展すればするほど，中小規模企業にとって
は，労働集約的経営から速急に脱して省力化の推進による労働節約的経営へ
と，換言すれば量的経営から質的経営へと転換すること，ならびに労働力供給
源を若年層以外の層にも積極的に求めること以外に企業を存続させ成長させる
道はないであろう。勿論，中小規模企業における労働需給ひっ迫の解決策はこ
れにつきるものではない。賃金水準の一層の引き上げ，労働時間の短縮，週休
2日制，福利厚生施設の整備拡充，競争的労使関係の樹立等によって，大規模
企業に集中する労働力の吸引・確保につとめなければならないであろう。
5 
繰返して述べてきたように，高度成長は労働力需給のひっ迫をまねき，その
結果として賃金水準の上昇に多大な影響を与えた。だが，それは賃金にとどま
らず，労働条件のもう 1つの主要な柱である労働時間にも少なからず影響をお
よぽすことになった。労働時間の短縮がそれである。
しかし，労働時間の短縮の実現には，もっと他の要因をも考慮しなければな
らない。たとえば， 古くは， イギリスの労働組合運動の歴史にみられるよう
に，労働時間短縮（労働者の最低の健康条件を維持するという目的ではあったが）は，
初期の労働組合運動においても賃金引上げとともに主要な闘争目標としてかか
げられており，それは今日に至ってもなお重要な目標であることにかわりがな
い。わが国においては，中小規模企業は低賃金と長時間労働に集約される劣悪
な労働条件と資本的従属関係を基盤として存立していたことは周知のことであ
4) 48年6月6日付「日本経済新聞」夕刊，同紙には，「賃上げに際して，経営者が一番留
意したのは「世間相場」 (41.6飴）だが，これについで「企業業積』，『労働力確保』，
『物価上昇」 も賃上げの際の留意点として大きな比重を占めており， 人手不足や最近
のインフレ感が大幅賃上げの原因になっていることを示している」と指摘している。
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る。けれども，欧米の先進国に比較すれば，中小規模企業のみならず独占・大
企業といえども相対的に長時間労働であり，賃金水準もまた低いといわざるを
えない。そして， 「長時間の労働が常則となっているところでは低位なる賃金
もまた常則となって」いて， 「労働の価格が低ければ低いほど， 労働者のため
に貧弱な平均賃金でも確保すべき労働量はますます大となり，労働はますます
長時間とならねばならぬという結論が生じてくる。労働価格の低いという事実
は，この場合，労働時間延長の刺戟として作用するわけである。ところがその
逆に，労働時間の延長はまた労働の価格の下落，したがって日賃金なり週賃金
なりの低下をもたらすことにもなる。」1)したがって，労働時間短縮は，労働組
合運動史上においても賃金問題とともに重要な運動目標とならざるをえないの
である。このような理由から，わが国においても，戦前のみならず戦後の今日
まで労働時間短縮は労働組合運動にとって大きな課題として常に重要視されて
きた。とりわけ， 1962年に ILO第46回総会で，各国の事情および経済活動の
各部門の条件を考慮しつつも労働者の賃金を減少させることなく労働時間を短
縮し，週40時間労働とするように「労働時間の短縮に関する勧告（第116号）」が
なされてのち，ナショナルセンターはただちに運動方針に週休 2日制 ・40時間
労働をかかげ，その実現に努力を重ねて今日にいたっているっそしてその成果
は大であり，今後においても労働時間短縮の促進に労働組合巡動の影響は無視
しえないし，賃金とても同様であろう。さらに加えていえば，最近のわが国を
とりまく経済的社会的諸問題として内的には環境汚染問題，インフレ問題，外的
には国際貿易・通貨問題等があり，こうした諸問題発生の根源とみられる生産
第一主義への反省から福祉社会の建設・国際協調が展開されることになった。
その結果として，賃金・労働時間等が注目されるようになってきて，これが労働
時間短縮の気運をもりあげることにもなっていることはいなめないであろう。
1) Marx, K., Das Kapital, Be. I, Werke, Bd 23, 1967, S. 573, 訳，長谷部文雄訳
『資本論』第1部第2分冊， 1972年，角川文庫， 342ページ
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ところで，わが国において昭和30年以降の規模30人以上の全産業における労
働時間の推移をみると，昭和45年を100として昭和35年の108.5ポイントから同
40年には102.8ボイントヘ，さらに同46年には98.9ポイントヘと11年間に9.6ポ
イント減少している。また，同期間に41年， 42年のゼロを除き前年度比率も毎
年減少している。これを所定内労働時間と所定外労働時間にわけてみると，前
者は46年のゼロを別にすれば38年以降毎年減少しているが，後者は大幅な増加
と減少が交錯しており一定でない。これらは，月間の実労働時間の推移をみれ
ばさらに明白に理解できよう。すなわち，月間の所定内労働時間は，昭和35年
の180.8時間から同46年には169.9時間と実に10.9時間の減少がみられる。これ
労働時間指数1) (規模30人以上）
（昭和45年=100)
調査産業計（除くサービス業） 製 造 業
年・月
I所定内 1所定外 1所定内！所定外計 計
指 数
昭 3 0 104.0 105.1 93.8 106.1 107.1 97.8 
3 5 108. 5 106. 7 126.6 110.6 108.2 132.2 
3 8 104.5 104.7 103.7 104.9 105.3 101. 5 
3 9 104.2 104.3 105.1 104. 5 104.6 103.6 
4 0 102.8 103.7 93.6 102.4 104.0 87.9 
4 1 102.8 103.3 98.3 103.1 103.7 96.2 
4 2 102.8 102.6 104.3 103.5 103.1 105.8 
4 3 102.4 102.3 103.6 102.9 102.6 105.3 
4 4 100.7 100.5 103.4 101. 2 100.8 104.7 
4 5 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
4 6 98.9 100.0 88.4 98.4・ 100.0 83.8 
対前年増減率 （％） 
昭30~352) 0.9 0.3 6.2 0.8 . 0.2 6.3 
3 8 △ 0.7 △ 0.5 △ 2.2 △ 0.8 △ 0.7 △ 1. 7 
3 9 △ 0.3 △ 0.4 1. 4 △ 0.4 △ 0.7 2.1 
4 0 △ 1. 3 △ 0.6 △ 10. 9 △ 2.0 △ 0.6 △ 15.2 
4 1 0.0 △ 0.4 5.0 0.7 △ 0.3 9.4 
4 2 0.0 △ 0.7 6.1 0.4 △ 0.6 10.0 
4 3 △ 0.4 △ 0.3 △ 0.7 △ 0.6 △ 0.5 △ 0.5 
4 4 △ 1. 7 △ 1. 8 △ 0.2 △ 1. 7 △ 1. 8 △ 0.6 
4 5 △ 0.7 △ 0.5 △ 3.3 △ 1. 2 △ 0.8 △ 4.5 
4 6 △ 1.1 0.0 △ 1. 6 △ 1. 6 0.0 △ 16.2 
資料出所 「毎日勤労統計」
1)常用労働者30人以上の事業所における常用労働者1人1カ月当り平均労働時間の
年平均指数 2) 30~35年間の年率
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産業別月間労働時間数 （規模30人以上） 1) 2) 
（時間）
年 調（サ査産業く計） ービス業を除 鉱 業 建 設 業
月 計 1所定内3)I所定外4) 計 I所定内 1所定外 計 I所定内 1所定外
昭30I 194. 8 178.3 16.5 191. 3 173.8 17.5 195.2 179.1 16.1 
35 202.7 180.8 21. 9 193.6 170.8 22.8 211. 0 186.4 24.6 
38 196.6 178.2 18.4 194.6 169.0 25.6 207.8 186.4 21. 4 
39 195.7 177.1 18.6 196.3 169.2 27.1 204.7 182.8 21. 9 
40 192.9 176.4 16. 5 . I 194. 7 167. 9 , I 26.8 204.6 184.5 20.1 
41 193.2 175.8 17.4 197.6• I 170.1 27.5 203.1 183.1 20.0 
42 193.0 174.5 18. 5 195. 2 168. 3 26.9 201. 6 180.3 21. 3 
43 192.7 174.1 18. 6 193. 9 167. 0 26.9 202.8 182.0 20.8 
44 190.0 171. 4 , 18. 6 193. 4 165. 4 28.0 200.0 179.7 20.3 
45 187.7 179.9 17.8 192.9 166.4 26. 51 199. 0 178.3 20.7 
46 185.7 169.9 15. 8 189. 9 165. 6 24. 3 199. 5 179.6 19.9 
年 製 造 業
I所定計内 l所定外 I食料品5) I 
繊 維
月 計 計 I所定内 I所定外 計 I所定内 I所定外
昭30 198.0 179.7 18.3 202.0 184.9 17.1 198.8 188.2 10.6 
35 207.0 182.0 25.0 204.6 184.7 19.9 204.3 190.2 14.1 
38 196.9 177.6 19.3 196.8 179.8 17.0 196.5 185.8 10.7 
39 195. 7 176.1 19.6 194.9 179.0 15.9 194.6 184.8 9.8 
40 191. 8 175.1 16. 7 193.4 178.6 14.8 193.6 184.6 9.0 
41 193.0 174.7 18.3 191. 9 177.5 14.4 194.2 184.8 9.4 
42 193.9 173.8 20.1 193.2 177.9 15.3 192.7 183.5 9.2 
43 193.0 172.8 20.2 190.0 175.1 14.9 191. 5 182.2 9.3 
44 190.0 169.8 20.2 187.2 172.3 14.9 189.8 180.3 9.5 
45 187.4 168.4 19.0 183.5 169.1 14.4 188.5 178.4 10.1 
46 184.3 168.4 15.9 182.8 162.3 13.5 187.9 178.5 9.4 
資料出所 労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 1)常用労働者30人以上の事業所における常用労働者 1人 1カ月当り平均
2) 39, 42年および45年の各1月に調査事業所の抽出えが行なわれたため実
数の時系列の比較について注意
3)事業所の就業規則で定められた始業時期から終業時間までの実労働時間
数
4)早出残業，臨時の呼出，休日出勤等の労働時間数である
5) 43年以降「食料品」の中に「たばこ」を含む
を産業別にみると，製造業13.6時間，繊維11.7時間，建設業6.8時間，鉱業5.2
時間となっており製造業・繊維において高い減少率が目立つ。したがって，全
般的には労働時間短縮の傾向は明白なものの，その減少幅については産業間に
かなりのひらきがみられるのである。
また，労働者 1人当りの総実労働時間は，小規模企業ほど長く，これまでは
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大規模企業と比較してかなりの格差があったが昭和30年代後半からは小規模企
業ほど減少率が大きく，規模別の格差に縮小傾向がみられる。すなわち，これ
を全産業についてみると労働者 1人当りの総労働時間は， 昭和35年では規模
500人以上の198.3時間に対して規模100人~499人では207.7時間 (102.2%),規
模30人~99人では207.0時間(104.4彩），規模5人~29人では214.5時間(108.2彩）
であったが，昭和46年では規模500人以上の181.5時間に対し，それぞれ185.4
時間 (102.1%),189. 3時間 (104.3%), 193. 8時間 (106.8彩）となって格差もそ
規模別月間実労働時間数 （調査産業計）
（時間）
総実労働時間数 所定外労働時間数1)
年・月
500人以上1100~499人130~99人 I5~29人 500人以上1100~499人130~99人
昭30 191. 0 194.6 200.3 18.1 15.3 15.7 
35 198.7 202. 7 207.0 214.5 24.9 20.3 20.5 
38 192.1 196.9 200.6 205.5 20.8 17.8 16.6 
39 192.2 195. 7 198.5 204. 7 21. 8 18.1 16.1 
40 188.4 193.7 196.2 201. 5 18.9 16.5 14.4 
41 189.4 193. 7 196.0 201.1 20.4 17.2 14.8 
42 190.5 192.5 195.5 199.8 22.7 18.0 15.6 
43 190.2 192.6 195.0 200.5 22.7 18.0 15.4 
44 187.4 189.7 192.8 196.9 22.4 18.2 15.6 I 45 l!S5.5 187.1 190.2 195.8 21. 6 17.2 15.5 
46 181. 5 185.4 189.3 193.8 18.0 15.3 14.5 
規模別月間実労働時間数 （製造業）
（時間）
総実労働時間数 所定外労働時間数1)
年・月
500人以上1100~499人130~99人 I5~29人 500人以上1100~499人130~99人
昭30 190.9 199.6 207.2 18.7 17.6 18.6 
35 200.3 207.9 215.3 215.2 26.5 23.0 25.1 
38 190.8 198.5 203.8 204.6 20.6 18.6 18.5 
39 191. 0 196.2 200.6 203.5 22.0 18.5 17.6 
40 186.4 193.4 197.7 200.5 18.4 16.1 15.2 
41 188.0 194.2 198.5 200.8 20.6 17.4 16.3 
42 191.1 194.0 197.6 ・199_5 24.1 18.7 16.4 
43 190.5 193.0 196.5 199.8 24.2 18.6 15.9 
44 187.5 190.0 194.3 196.8 23.8 18.8 16.0 
45 185.0 187.0 191. 5 195.1 22.4 17.7 15.8 
I 
46 180.1 184.5 190.3 192.0 18.0 15.1 14.0 
資料出所 労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 1)規模5~29人についての調査はおこなっていない
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れぞれ0.1彩， 0.1彩， 1.4彩の縮小をみせている。しかしながら，なお規模500
人以上に対して労働者 1人平均 1ヶ月当り，それぞれ3.9時間， 7.8時間， 12.3
時間の開きがあるのである。
しかし，所定外労働時間では，規模500人以上の18.0時間から規模100人～
499人では15.3時間，規模30人~99人では14.5時間と大規模ほど大きく小規模
になるにしたがい減少している。こうした傾向は昭和35年以降今日まで変化し
ておらず，大規模企業ほど残業が多いことがわかる。また，月間総実労働時間
から所定外労働時間をマイナスすると，大規模企業ほど所定内労働時間は短か
く小規模企業ほど長くなっている。換言すれば，所定内労働時間は，大規模企
業ほど短く小規模企業ほど長いが，所定外労働時間では全くこの逆となってい
るといえよう。
ところで，労働時間短縮は生産性成果の可否に依存する。すなわち，労働時
間短縮には，前提として生産性上昇がなければならない。賃金上昇とてまた同
様である。生産性の上昇は，一定期間における生産物の総量をこの生産のため
に直接投入された労働量で除して得た値であるとすれば，労働力の総量の単位
が低下すればするほど除して得られる値は大となろう。つまり，労働の生産性
は上昇するのである。しかし，一定の生産性確保のためには，生産設備を不変
とすれば，労働量を減少してはその目的は達せないであろう。とすれば，最近
の労働力需給のひっ迫のもとでの生産性上昇は，新技術の採用あるいは設備の
近代化・合理化による省力化以外に方策はないであろう。こうした省力化は，
一般的には設備投資に具現されるが，それは労働集約的生産から資本集約的生
産への移行を意味するものである。そうした移行は，技術革新によって可能と
なるが，技術開発の必要性が高まっているにもかかわらず「技術開発を取り巻
く環境はしだいにきぴしくなりつつある。その第 1は最近の技術開発の規模が
急速に大型化してきていることである。」2) 「技術開発の大型化は， 1プロジェ
2) , 3)向坂正男編『日本産業図説」東洋経済新報社， 35ページ
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クトの開発に要する研究投資の巨大化を招き，……研究管理の方法を急速に発
展させ，基礎研究から工業化までの時間を大幅に短縮，技術革新の加速化傾向
に拍車をかけている」3)のである。このような研究投資， 研究組織， 応用等に
ついては，独占・大企業ほどそれが可能であろう。その結果，生産性は独占．
大企業ほど上昇するが，省力化投資の不可能かあるいは技術革新とまでゆかな
くとも独占・大企業に遅れて省力化投資の可能な中小規模企業においては，生
産性の上昇は不可能かあるいは可能であってもその程度は極めて低くならざる
をえない。4) これは，わが国の最近における労働生産性の推移をみれば明らか
であるが， 5) 中小規模企業では，独占・大企業に比較して労働時間短縮・賃金
規模別賃金および労働生産性の対前年変化率の推移 （製造業）
（単位形）
計 500人以上 30 ~ 99人
年
賃金 1労働生産性 賃金 1労働生産性 賃金 1労働生産性
昭和 35年 8.0 13.1 6.0 14.7 1. 3 1. 5 
36 1. 5 10.2 8.6 12.2 14.1 8.3 
37 9.4 2.7 6.0 6.6 15.2 1. 7 
38 10.3 9.8 9.2 10.9 13.0 7.0 
39 10.6 12.1 10.2 15.l 10.0 9.3 
40 8.7 3.5 7.5 5.2 9.3 1. 9 
41 1. 6 13.0 12.4 15.8 10.4 1. 2 
42 13.2 16.5 13.7 20.1 1. 8 14.5 
43 14.9 14.3 14.0 15.3 16.0 13.7 
44 16.4 15.0 15.8 16.6 16.7 13.8 
45 17.6 13.9 17.2 14.8 17.4 13.5 
35~40年平均
I 10.1 I 7.1 I 8.3 I 
10.0 I 12.31 5.6 
40~45 , 14.7 4.5 14.6 16.5 14.4 13.3 
資料出所 賃金は労働省「毎月勤労統計」，労働生産性は日本生産性本部「生産性統計」
（注） 規模別生産性は品目別労働生産性と40年工業統計表の規模毎の品目別付加価
値構成比ウェイトによって総合したもの。
4)わが国の規模間格差の決定要因については，桜林誠「企業間賃金構造」， 『労働経済
と労働運動」有斐閣，所収41ペー ジ，に詳しいので参照されたい。
5)労働生産性については， さきに掲げた表の他に， 「労働の生産性は産業別，規模別で
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週所定労働時間の状況 （企業規模30人以上）
（昭和46年9月） (%) 
ふヽ 震 計竺喜溢 40:00¥40乳協 42:0042~~ 協45:oo¥45品協 48:oo¥48翌゜
企業構成比 100.0 
調査産業計 100.0 2.4 1. 4 1. 7 6.6 7.7 8.4 11.4 60.3 0.1 
1000人以上 100.0 17.8 7.5 12.9 27.4 1. 8 6.2 7.9 8.5 
100~999 100.0 3.9 1. 7 4.1 11.5 12.9 11.0 12.6 42.3 
30~99 100.0 1. 3 1.1 0.4 4.1 5.6 7.4 11.0 68.9 0.2 
鉱 業 100.0 2.6 0.3 17.8 0.6 2.0 -・76.7 
建設業 100.0 1. 5 0.0 0.4 5.9 4.9 8.8 2.7 74.5 1. 2 
製造業 100.0 1.1 0.9 1. 2 7.2 8.3 8.7 15.7 57.0 
卸売小売業 100.0 3.8 2.9 2.5 4.0 9.1 10.0 10.2 57.5 
金融保険業 100.0 46.2 5.0 14.2 8.5 14.9 3.0 4.1 4.1 
不動産業 100.0 13.5 5.0 5.0 15.6 13.5 7.2 2.1 37.9 
運輸通信業 100.0 2.9 1. 4 2.4 10.0 4.1 2.5 3.5 73.0 
電気ガス 100.0 20.5 13.3 28.9 12.0 12.0 4.8 1. 2 7.2 水道業
資料出所 労働省「賃金労働時間制度総合調査」より一部抜粋
の引上げ等を容易に実視できない理由もここにある。しかも，仮に生産性上昇
が顕著であるとしても，企業規模を問わずそれが賃金上昇ないし労働時間短縮
に反映されるとはかぎらないのである。労働者の立場からすれば，生産性上昇
は労働時間短縮と賃金引上げに配分されるべきものであるが，そのどちらに配
分されるかは実にその時の所得水準にかかっているのである。しかし，最近の
労働力需給のひっ迫と余暇の選好を考慮にいれれば，労働時間短縮の形態は別
にして，今後はその実施を真剣に考慮せざるをえないであろう。
6 
労働時間短縮については，労働力需給のひっ迫のみならず所得水準の向上，
若年労者の意識の変化，合理化・近代化による労働の強化，生産性，国際競争
異っている」ことが， 大内兵衛他『日本経済図説」岩波新書， (72~73ページ）に詳
しく述べられている。
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における外圧等の経済的社会的要因によって，今後は企業規模を問わず考慮す
・ることを余儀なくされよう。けれども，その場合にどのような短縮方法がとら
れるかは，産業あるいは企業規模によって一様ではない。それらは，合理化 9
近代化の進行，生産性上昇の程度と深くかかわり，あるいは労働力の量的・質
的確保によっても異なるからである。しかしながら，労働時間短縮の方法とし
ては，さしあたり次のようなことが考えられる。すなわち， 1日の労働時間あ
るいは週当りの労働時間の短縮， 1ヶ月当りの労働時間の短縮，特別休暇ない
し年次休暇の増加等がそれである。ここでは，最近話題となっている週当りの
労働時間短縮の一形態である週休2日制に焦点をあわせて概観することにしよ
う。
わが国において，週休2日制が実施されるようになったのは，ごく最近のこ
とである。 しかも， その形態は， アメリカにおいて 1950年代に完全に実施さ
れ，ヨーロッパにおいても1960年代の初期に常識化されて今日にいたっている
週休2日制とは若干相違している。それは，欧米諸国における週休2日制が労
働時間短縮と相互に深く関連しあって進行してきたのに対して，当初わが国に
おけるそれは必ずしも労働時間短縮とはかかわりなく導入されてきたこと，ま
た，週休2日制の形態が月 1回の場合，隔週 (2回）の場合，月 3回の場合，
それに完全週休2日制の場合というように産業と企業規模によって変則形態が
みられるにもかかわらず，これらを総称して週休2日制と称呼していることで
ある。しかし，これらは，現在では漸次に変化してきており，いわば欧米型へ
の移行の過渡期であるといえようが，世界の資本主義諸国において第2位の経
済力を有するといわれるわが国が欧米に比較して労働時間，年次休暇に格段の
相異がみられるのは，賃金水準の相異，したがって労働分配率の高低によるも
のと思われる。わが国において，労働分配率が低いのはり，先進資本主義諸国
1)労働分配率の国際比較については，辻村江太郎「雇用構造と労働分配率」（小宮隆太
郎編『戦後日本の経済成長」 1973年所収）を参照されたい。これは， 1955年前後の比
較であるが，アメリカ53.9,イギリス55.8,わが国は39.4となっている。
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に比較して遅れて資本主義化したことによる資本蓄積の不足，これと密接に関
連して量的にも多数の中小規模企業が存在していることである。
ところで，形態は別としてわが国における週休 2日制は，昭和30年代の後半
から企業規模にかかわりなく極く限られた産業ー一例えば機械，卸小売，食料
品，金融等の産業一ーにおいて導入された。そして， 40年代に入ってからは大
規模企業を中心に普及し，近年では規模を越えて普及率もさらに高まってきて
いる。ここ数年間について週休2日制実施の企業別企業数の推移を数値でおっ
てみると，各年次を 100として昭和41年では週休 1日制の90.8彩 (100彩）に対
し週休 2日制は 3.2彩 (100%)であったが， 45年以降は徐々に変化をしめして
47年では週休 1日制の83.1彩 (91.5彩）と41年に比較して 8.5彩の減少にとどま
ったのに対し，週休 2日制は何と13.2彩 (412.5彩）と 4.1倍強も増加している
のである。別掲右表のように比較しうるに充分なデータではないが，製造業に
ついて規模別にみた週休2日制実施の変化では次のようになる。昭和45年の規
模 1,000人以上では，週休 1日制の 64.5彩，週休 2日制の26.1彩に対し， 47年
週休 2日制実施方法の事例
事 例 1産業鷹嗜I休 日 曜 日 1 週時所定間労数働 1実施年月
人 時間分 昭和年月
毎週2日休日制 機 械 250 土， 日曜 45.00 36.1 
卸売小売 74 II 40.00 38.1 
食料品 41 木， 日曜 37.30 37.5 
→ ● 電気機器 1,736 土， 日曜 38.45 38.7.8のみ
月3回週休2日制 1機 械I14¥月曜のほか第2,3,4土曜 137.30又は45,00137. 7 
隔週週休2日制 機 械 317 日曜のほか隔週土曜 35.00又は42.0037.10 
＇ 光 学 3,858 ’ 40.00又は48.0038.1 
金 融 2,240 ’ 35.00又は41.0038.8 
月2回週休2日制 1機 械I2.oo~I 日曜のほか第1, 第3土曜 40.00又は48.0~38.4
電気機器 1,05 11 40. 00又は48.0 38. 7 
そ の 他 1機 械I791月5日(4日労働1日休日） I 週平均40.36 120.-
資料出所 労働省労働基準局資料
労働省編「労働白書」 1964年版204ページ
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主な週休制の形態別企業別企業数の割合 （調査産業計）
（単位： 96) 
週休 週 休 2 日 制週休企業規模 合計 1日制 1日
計 l完全 1月3回 1隔週 1月2回 1月1回
その他
半制
41 100. 0 90.8 3.4 3.2 2.6 
企 業 42 100.0 89.0 4.8 3.0 3.1 
規 模 45 100.0 88.3 3.2 4.4 0.4 0.2 1.0 1. 3 1. 6 4.0 
46 100.0 89.1 3.3 6.5 0.4 0.3 2.2 1. 3 2.4 1.1 
計 47 100. 0 83.1 3.4 13.2 0.1 0.3 3.5 1. 7 6.8 0.3 
製造業｛ 41 100.0 80.6 8.6 9.7 1.1 
42 100.0 69.5 19.2 10.1 1. 3 
1,000人 45 100.0 64.5 7.3 26.1 4.2 1. 4 7.7 4.4 8.4 2.2 
46 100.0 55.2 6.7 37.8 5.2 1. 4 10.4 7.4 13.3 0.3 
以上 47 100. 0 42.0 5.9 52.0 6.6 4.0 14.4 9.5 17.5 0.1 
製造業｛ 41 100.0 94.5 1. 5 2.8 1. 2 
42 100.0 92.8 2.4 3.9 0.9 
100人 45 100.0 81. 9 6.7 8.1 0.6 0.5 1. 9 1. 6 3.5 3.3 
―ー 46 100.0 81.1 5.7 12.4 0.9 0.4 3.3 2.5 5.3 0. 7 
999人 47 100.0 73.8 4.9 21.1 2.1 0.7 5.5 3.6 9.3 0.2 
製造業｛ 41 100.0 98.1 1. 4 0.4 
42 100.0 97. 7 1. 9 0.4 
30人 45 100.0 91. 4 1.8 2.4 0.2 0.5 1.0 0.7 4.4 
―ー 46 100.0 93.1 2.3 3.3 0.1 0.2 1. 5 0.6 0.9 1. 2 
99人 47 100.0 88.0 2.8 8.8 0.4 0.0 2.3 0.6 5.4 0.4 
資料出所：労働省「賃金労働時間制度総合調査」 42,46, 48年より作成
（注） 1)企業規模計以外の41,42年度の数字は製造業計である。
2)製造業計における規模100人~999人の数字は，規模500人~999人と規模
100人~499人の平均である。
では前者が大幅な減少をみせて 42.0 96, 後者は 52.0%と逆にほぽ倍増してい
る。規模100人~999人では同様にして 81.9%に対し8.1%であったが，これが
73.8%と下降し後者は21.1%と2.6倍に増加している。さらに規模30人~99人
では， 45年の週休 1日制の91.4%から47年の88.0%,週休 2日制は同様にして
2.4%から8.8%となった。このように，週休 2日制の普及は，大規模企業の方
が圧倒的に進行している。
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主な週休制の形態別労働者数の場合 （調査産業計）
（単位： %) 
週休 週休 週 休 2 日 制企業規模 合計 1日制 1日 計 1完全 1月3回 1隔週 1月2回 1月1回
その他
半制
企業規模計
4 6年 100.0 68.1 7.3 24.0 4.4 0.7 5.6 5.0 8.2 0.6 
4 7年 100.0 58.2 5.5 35.9 5.8 2.0 9.9 6.9 1. 3 0.4 
1,000人以上
4 6年 100.0 46.2 8.9 44.6 9.9 1. 3 9.8 9.4 14.2 0.4 
4 7年 100.0 30.1 6. 7 62.6 1. 3 4.2 17.8 13.7 15.6 0.5 
100~999人
4 6年 100.0 76.6 8.4 14.5 1.5 0.3 3.6 3.0 6.1 0.5 
4 7年 100.0 69.9 5.5 24.3 3.4 1.0 6.2 3.7 10.0 0.3 
30~99人
4 6年 100.0 92.3 2.3 4.2 0.2 0.2 1. 9 0.8 1.0 1. 2 
4 7年 100.0 86.9 3.2 9.6 0.4 2.8 0.7 5.8 0.3 
資料出所 日本労働研究所「日労研資料」 48年5月上旬号第26巻，第12号
主な週休制の産業別企業数の割合 （調査産業計）
（単位： %) 
鉱 業 100.0 93.3 2.3 4.4 0.6 2.0 1.8 
建 設 業 100.0 91. 8 3.0 3.9 0.0 0.7 3.1 1. 2 
製 造 業 100.0 86.5 2.2 1. 3 0.9 0.4 3.1 2.1 4.8 0.0 
化 学 100.0 70.3 4.1 25.6 0.7 0.2 3.5 8.9 12.3 
石炭• 石油 100.0 62.2 5.1 31. 6 4.1 5.1 14.3 2.0 6.1 1.0 
電気機器 100.0 62.2 2.2 35.6 4.4 2.5 9.7 6.0 13.1 
輸送用機器 100.0 77.1 1.8 21.1 1. 2 0.2 1. 3 4.3 4.0 
卸売業・小売業 100.0 72.4 5.9 21. 7 1. 5 0.0 5.7 1. 5 13.0 
金融・保険業 100.0 16.6 22.4 60.3 6.7 6.7 46.9 0.7 
不動産業 100.0 54.6 14.0 30.0 0.9 12.6 16.6 1.4 
資料出所 労働省編「労働時報」 48年6月
次いで，週休 2日制の内訳について形態別労働者数の割合をみれば，昭和46
年と47年の比較で月 1回週休 2日制が8.2彩から11.3彩へ，隔週週休 2日制が
5.6彩から9.9彩へ，完全週休 2日制は4.4%から5.8彩へ，全体としては24彩か
ら35.9彩へとそれぞれ伸び率は高くなっている。しかし，ここでも週休 2日制
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は大規模企業の労働者ほど高く，中小規模企業，とりわけ小規模企業の労働者
は極端に低く，前者を 100とすれば後者は15.4ポイントとなっており，賃金格
差ならぬ週休2日制格差が明瞭である。
さらに，産業別に47年度の週休2日制の実態をとらえてみると，金融・保険
業の60%をはじめとして不動産業30形，電気機器製造業36%,石油・石炭製品
製造業32彩，輸送用機器製造業・21彩などと全般的に高い実施率をしめしてい
る。労働者の割合では， 金融・保険業89.296, 電気機器81.3%, 輸送用機器
75.4%, 石炭・石油 57.3%となっており， なかでも前年に比較して輸送用機
器，石炭•石油製品製造業における適用労働者の増加率がいちじるしい。
さて， 上述のように週休2日制の実態は， 小規模企業ほど低率となってい
る。これは過去数年の推移からも明らかであるが，今後においても小規模企業
における週休 2日制の導入は引き続き問題となりそうである。第 1次産業を除
くと，わが国の労働人口の約％は中小規模企業に集中しており，繰り返し指摘
してきたように，それらの企業では労働集約型の業種が多数存在しており，生
産性も大規模のそれに比較して極めて低いために賃金水準の変更なしに週休2
日制を等入することは体質的に困難となっている。しかし，大規模企業が週休
2日制を導入すれば，中小規模企業もそれを無視しえなくなる。何故ならば，
今日の労働力需給ひっ迫のもとでは，労働力確保がただでさえ困難である上
に，なお一層のハンディキャップを負うことになるからである。したがって，
今後に残された問題は，中小規模企業のこれまでの存立条件とのかかわりあい
も考慮に入して，中小規模企業にどんな形態と方法で週休2日制を導入しうる
かが検討されなければならない。今後に残された週休2日制をめぐる問題は，
まだまだ大きいといえよう。
?
これまで各節の終末において一応の結論をしめしてきた。したがって，ここ
では総括的に問題点の指摘をするにとどめたい。
208 
昭和30年代以降における労働経済の動向（竹之内） 557 
第1は，持続的経済成長を背景に労働力需給がひっ迫し，その結果主要な労
働条件である賃金・労働条件は，最近めだってヨーロッパの水準に接近しつつ
あるが，週休2日制については遅れている。ましてやアメリカ，ソ連には遠く
及ばないのである。1) しかしながら，今後も欧米諸国との格差は，漸次に縮小
傾向の軌道をたどるであろう。その場合は，産業構造の転換をも含めた一層の
高度化と近代化・合理化が推進されなくてはなるまい。これなくしては賃金上
昇・ 労働時間短縮は達しえないからである。
しかし，他方では，近代化・合理化は労働者に対して労働強化をもたらす危
険がある。歴史的に明らかなように，資本制経済のもとでは，資本にとってマ
イナスとなる方策は進んでは施行されないからである。したがって，労働条件
の改善・向上，わけても労働時間短縮と労働の質的強化の均衡をどのような形
でとらえるかが問題となろう。
第2は，大規模企業と中小規模企業における労働時間・週休 2日制の実態に
みられる格差をどうするか。換言すれば，中小規模企業においては，どんな方
法と形態でそれらが可能となるかが考えられなければならない。中小規模企業
では，最早や外的条件の変化をやむなく受容するというのではなく，むしろ自
から積極的に働きかけるという能動的経営への発想の転換をせまられよう。
第 3は，所得水準の向上にともなって余暇問題が注目されている。これは，
総理府による「意識調査」，各種の「労働者意識調査」の結果に明らかなよう
に，若年層ほど余暇の増大を求めているのである。余暇の意議について明確な
コンセンサスがないにしても，中小企業経営者にとっては，従業員の余暇指向
の増加に対してどう対処しうるかが問題である。
最後に，これが最も重要なことであるが，経済政策の目標として高度成長と
福祉社会の建設のどちらを選択するかという問題である。2) これは簡単にはい
1)板東 惹「労働時間短縮と余暇問題」兵庫県労働部昭和47年第2章参照されたい。
2)政策学者からみれば，高度成長か福祉社会という異次元の目的について二者択ーをせ
まられることについては，おそらくは批判がおこるであろう。ここでは政策目標につ
209 
558 闊西大學『緩清論集」第23巻第4・5号
えない困難な問題ではあるが，あえて危険をおかしていえば，前者はいわゆる
公害，資源，社会資本の不足，国際協調，国際通貨，労働力不足問題等，後者
は成長率の大幅減速，景気停滞， GNP伸率の鈍化，税負担の昂進，政策的具
体的目標の欠如等の諸問題のそれぞれの解決策が必要となろう。はたして，国
民的合意はどちらにあろうか。それ如何んによって今後の労働経済の動向にも
多大な影響がもたらされることが間違いないからである。
(1973年9月末日）
いての論議をする余猶はないが， ただ公的部門における支出をどうするか， すなわ
ち，それを高度成長促進のために用うるか，それとも社会保障を中心に支出するかと
いうことを意味するにすぎない。
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